
 

 

 

 

 

 

 

コロナ禍を契機に東京ではオフィスの賃借需要が収縮した。オフィス機能の見直しで実際に顔を突き合わせ

たコミュニケーションなどオフィスでしか得られない効用が見直されているが、オフィスの賃借需要の縮小は避

けられそうにない。しかし、都心3区（千代田区、中央区、港区）では多くの大規模なオフィス主体のプロジェクト

が進行中である。本稿では、東京で大手の不動産会社※1が進めるプロジェクト※2を整理する。 

大手の不動産会社が進める主なプロジェクトは都心３区に集中 

大手の不動産会社が進めるオフィス主体の開発プロジェクトは都心 3区に集中している［図表 1］。都心 3区
ではオフィス集積がさらに進むことになる。現在進行している図表 1のプロジェクトの多くは、それぞれ街ともい
える規模の大きいプロジェクトである。高さ 200m前後のオフィス棟※3単体の競争力だけではなく、プロジェクト
敷地内では住宅やホテル、商業・飲食施設、文化施設、公園・広場などとの複合的な街づくりで魅力向上を図
っている。 
大手の不動産会社が主導する開発プロジェクトの特徴は、これまでの実績や技術、知見等（街の賑わい形成

や特定分野の企業集積の仕掛けなど）に基づき、街づくりのコンセプトが統一感をもって具現化されることにあ
る。また、各プロジェクトが 10年～20年スパンの長期計画※4に沿って進められることなどから、竣工時期が分散
した※5ことも大きな特徴と考えられる。加えて、プロジェクト敷地周辺の経年ビルの活用（研究施設を付帯したラ
ボラトリーオフィスや、起業家向けのインキュベーター施設、館内飲食や交流施設の充実等）も計画するなど、プ
ロジェクト敷地周辺を含めた活性化を目指しているケースもある。 

連坦することで一群のオフィス集積地を形成  

大手の不動産会社が主導するオフィス主体のプロジェクトは、「丸の内・大手町」「京橋・八重洲・日本橋」「新
橋・虎ノ門」「六本木・麻布」のオフィスエリアで多くのプロジェクトが進行中である。都心 3区の中でもこれらのオ
フィスエリアでオフィス集積が特に進むと考えられる。既整備のオフィス集積も踏まえると、「京橋・八重洲・日本
橋」エリアの東京駅前のプロジェクト⑧⑨⑩と「丸の内・大手町」エリアのプロジェクト①の整備で、それぞれのオ
フィス集積が連坦する。また、「丸の内・大手町」エリアのプロジェクト②③④と「新橋・虎ノ門」エリアのプロジェクト
⑫と「六本木・麻布」エリアのプロジェクト⑮⑯が整備されることにより、それぞれのオフィス集積が連坦するように
なる。これらを鳥瞰すると、JR東京駅の全周から日比谷と虎ノ門、六本木に至る一群のオフィス集積地が浮かび
上がる。 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成ビルディング 

ビルオーナー通信 

2024年 春号 

［図表1］東京で大手の不動産会社が関わるオフィス主体の開発プロジェクト（2023年6月以降竣工） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※ 1：都区部でオフィス開発を行っており、直近決算期の売上高が

1,000 億円以上の下記不動産会社を対象にした。（「株式会

社」略）三井不動産、三菱地所、東急不動産、住友不動産、野

村不動産、ヒューリック、東京建物、森ビル、森トラスト、日鉄興

和不動産、NTT都市開発、中央日本土地建物 

※ 2：対象プロジェクトは、大手の不動産会社が関わり、主なオフィス

棟の延床面積が10万㎡以上で、2023年6月以降に竣工するプ

ロジェクトとした。なお、大手の不動産会社が関わらないビルオ

ーナーなどによる建替プロジェクトは除外した。 

※ 3：［図表1］の多くのプロジェクトのオフィス棟の高さは200mを超え

ている。なお、西新宿の超高層ビルのおおよその高さは200m

前後 

※ 4：開発の構想が計画の10～30年前からとなる長期プロジェクトも

ある。 

※ 5：東京23区の竣工年代別の事務所床面積をみると、大手不動産

会社の開発が多い都心3区では、竣工年代が分散しているが、

他の20区は1990年代に集中している（右グラフ参照）。 

出所：各社の開示資料等に基づき都市未来総合研究所が作成 

（発行：2024 年 2 月） 

データ出所：東京都「東京の土地」 

［図表1］（続き) 


